
令
和
元
年


月


日
木
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち最低
の価格をもって入札した者を落札者とするこ
とがある。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tetsuya Otomo, Director

General, Yokohama Plant Protection Sta‑

tion

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 Electricity to be used in Shin Ya‑

mashita Government Office ; Contracted

demand 236kW ; Estimated annual con‑

sumption 913,000kWh

 Electricity to be used in Yokohama

Plant Protection station Tsukuba field ;

Contracted demand 162kW ; Estimated

annual consumption 554,000kWh

 Delivery period : From 1 April, 2020 th‑

rough 31 March, 2021

 Delivery place : The place specified by

the Obligating Officer

 Qualification for participating in the

Tendering procedures : Suppliers eligible

for participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, minors

Person under Conservatorship or Person

under Assistance that obtained the con‑

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have the grade A, B or C in terms

of the qualification Sale of product for

participating in tenders by Ministry of

Agriculture, Forestry and Fisheries

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2019, 2020

and 2021.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order.

 Prove not to be a period of receiving

nomination stop from the contracting of‑

ficer etc.

 have permission to be a general elec‑

tric enterprise in accordance with Article

3, Section 1 of Electricity Utilities Indus‑

try Law, or have registered as a specified

scale electric enterprise in accordance

with Article 162, Section 1 of the same
law.

 fulfill the requirement mentioned in the

tender manual that are atated from the

viewpoint of reducing CO２.

 Time limit for tender : 5 : 00 P.M., 14 Ja‑

nuary, 2020

 Contact point for the notice : Kazuya Is‑

hida, Procurement Section, General Affairs

Department, Yokohama Plant Protection

Station, Kitanakadori 557, Naka‑ku, Yo‑
kohama city, Kanagawa prefecture 231
0003 Japan. TEL 0452117151

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年 11 月 21 日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 吉岡 幹夫

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 調達件名及び数量 Ｒ１阿賀野川管内無線
電話装置一式製造（電子入札対象案件）
 調達件名の仕様等 入札説明書による。

 納入期限 令和２年５月29日まで
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。
なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として予算決算及び会計令
第99条の２の規定に基づく随意契約には、移
行しない。
 電子調達システムの利用
 本案件は、入札及び入札書類データ（申
請書等）の提出を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システム
の環境設定については、３のＵＲＬよ
り行うこと。また、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札方式参加願を提出
するものとする。
 電子調達システムで使用できるＩＣカー
ドは、資格審査結果通知書（全省庁統一資
格）に記載されている者又は入札・見積権
限及び契約締結権限について期間委任若し
くは都度委任により委託を受けた者のＩＣ
カードに限る。

３ 入札手続き等
 契約条項を示す場所及び問い合わせ先
〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 国土交通省北陸地方整備局総
務部契約課 購買第一係長 櫻井 純子 電
話0252808880 内線2536
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法等
 交付期間 令和元年11月21日から令和２
年１月14日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日９時00分から17時00分まで。
 交付場所及び方法 電子調達システムに
より交付する。

 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する業者又はこれに準ずる者として、国
土交通省が発注する業務等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。
※交付を直接受けた者とは、以下のとおりと
する。
・電子調達システムから交付を受けた者
・当局からＣＤＲ等の記録媒体または郵
送により交付を受けた者

 当該製造物品に係わる製造又は納入の実績
があることを証明した者であること。２ 競争参加資格

 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 平成31・32・33年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物
品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ
た関東・甲信越地域の競争参加資格を有する
者のうち「電気・通信用機器類」を営業品目
としている者であること。
ただし、有資格者が「会社更生法（平成14
年法律第154号）に基づく更生手続開始の決
定を受けた者」又は「民事再生法（平成11年

法律第225号）に基づく再生手続開始の決定
を受けた者」に該当した場合は、次に掲げる
書類を提出していること。
 更生手続開始決定書又は再生手続開始決
定書（写しでも可）
 許可決定に伴い定款、役員等に変更が
あった場合には、それを証明する書類の写
し。
 上記に伴う競争参加資格審査申請書変
更届

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。（競争参加資格に関する公示に基づき
の競争参加資格を継続するために必要な手続
きをおこなった者を除く。）
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、北陸地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
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